
購読モデルからOA出版モデルへの
転換めざすJUSTICEの取り組み

高エネルギー加速器研究機構
2019年9月30日

JUSTICE運営委員会委員長
慶應義塾大学三田メディアセンター事務長

市古みどり

KEK 学術出版におけるビジネスモデルの大転換と公的機関の役割

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ただいまご紹介にあずかりました、本日このような発表の機会を与えてくださいました野崎先生ほか、KEKの皆さまには深く感謝をいたします。ありがとうございます。



本日の内容

• JUSTICEの紹介
•購読モデルの限界
•購読モデルからOA出版モデルへ
• JUSTICEのOA2020ロードマップ
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
本日は次の4点につきまして発表をまずはじめにJUSTICEという組織の紹介次にJUSTICEはOA２０２０に関心表明をしたが、そこに至った過程＝購読モデルは限界に至った契約のモデルの紹介をし最後にJUSTICEのOA2020ロードマップの内容について紹介をさせていただく
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JUSTICEの紹介

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
それではまずはじめにJUSTICEについての紹介を少しさせていただきたいと思います。



JUSTICE
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設立 2011年4月1日

前身 国立大学図書館協会コンソーシアム（2000年～）
公私立大学図書館コンソーシアム（PULC）（2003年～）

目的
電子ジャーナル等の電子リソースに係る契約、
管理、提供、保存、人材育成等を通じて、わが
国の学術情報基盤の整備に貢献する

会員 546館（2019年7月8日現在）

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
JUSTICEは正式名称を「大学図書館コンソーシアム連合」と申しまして、国立大学図書館協会（ジャヌル） のコンソーシアムと公私立大学の図書館コンソーシアムのパルクとのアライアンスによる新たなコンソーシアムとして2011年に設立いたしました。設立の目的は、電子ジャーナル等の電子リソースにかかる契約管理提供保存人材育成等を通じて我が国の学術情報基盤の整備に貢献することを目的としておりますJUSTICEは図書館の会員組織となっており、現在の会員館は546館となっています。 



JUSTICEの運営体制
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連携の枠組み

国立情報学研究所 (NII)

• 会員館の職員31名

委員

出向

会員館

会員館

会員館

国公私立大学図書館
協力委員会

国大図協 公大図協 私大図協

大学図書館と
国立情報学研究所との
連携・協力推進会議

• 専任職員3名

• 会員館の管理職14名

交渉作業部会
調査作業部会
広報作業部会

事務局
(図書館連携・協力室)

チーム

運営委員会

• 協力員3名

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
JUSTICEは、国公私立大学図書館協力委員会と国立情報学研究所との連携協力会議の下に位置づけられています。会員館は大学の図書館でその会員館の職員が各図書館での業務の傍ら、JUSTICEの委員として各出版社との交渉や会員館の契約状況の調査、実務担当者向けの研修会の開催や広報紙の作成といった活動をしています。私も会員館の一つである東京大学附属図書館に所属していますが、作業部会委員としてJUSTICEの活動に関わっています。事務局は国立情報学研究所内の図書館連携協力室に設置されており、会員館からの出向者3名が専任で業務を行っています。このようにJUSTICEは大学図書館と国立情報学研究所との連携のもと、会員館の図書館職員の協力を得て運営されている組織であります。
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購読モデルの限界

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
それでは次に、JUSTICEが対応してきた購読モデルとは何でそれがどうなっているか。



JUSTICEのこれまでの活動
•出版社交渉

–交渉作業部会
出版社交渉の一元化
委員：25名（＋事務局3名）
合意提案：57社，215製品（2018年度）
交渉回数：72回（2018年度）

•その他
–契約実務研修会の開催
–「電子資料契約実務必携」（契約実務の教科書）
–「はじめての出版社交渉」（交渉ハウツー本）
–「電子資料契約見直し事例集」（見直し事例の共有）
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
JUSTICEはこれまで会員館を代表して、出版社との交渉にあたる交渉作業部会を中心に、電子リソースの購入や利用条件について交渉し、合意した提案を会員館に提示して契約するかどうかを判断してもらうという活動を行ってきました。他にも電子資料契約担当者のための研修会を開催したり、会員館限定の資料ですが契約実務のマニュアル本を作成したり、学内での電子資料の契約見直しなどの事例を共有するツールを作成したりといった補助的な活動も行っています。



冊子と電子ジャーナルのタイトル数

文部科学省 大学図書館実態調査／学術基盤実態調査による

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

和雑誌（冊子）

洋雑誌（冊子）

電子ジャーナル

シリアルズ
クライシス

ビッグディール
による

クライシス回避

7

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
電子ジャーナルのもたらした効果について、こちらの図で簡単に確認をしておきたいと思います。こちらのグラフは文科省が調査している、1大学平均でどのくらいの雑誌を見られるようにしているのかという雑誌のタイトル数の推移を示したグラフです。青い線が冊子体の和雑誌、赤い線が冊子体の洋雑誌です。1986年くらいは和洋合わせて3000くらいのタイトルがありましたが、1990年代に雑誌の購読タイトルは右肩下がりになっていっています。　★（シリアルズクライシス表示）この辺りが日本版のシリアルズクライシス、つまり価格高騰に対応しきれず契約雑誌を切らざるを得ない状態となってきた時期だと考えられます。そうした中、2000年くらいから緑色の線の電子ジャーナルが登場しました。電子ジャーナルはビッグディールと呼ばれるパッケージ契約が主流であったことによって利用者がアクセス可能な学術雑誌の数は格段に増えることとなりました。　★（ビッグディールによるシリアルズクライシスの回避表示）読みたい雑誌が購読できなくなる日本版シリアルズクライシスは、このビックディールによって回避されたと見ることもできるかと思います。



雑誌・電子ジャーナルへの支出額
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
こちらのグラフも文科省の調査によるものですが、冊子体の雑誌と電子ジャーナルへの支出の推移を表したグラフです。赤が冊子体、緑が電子ジャーナルです。冊子体と電子ジャーナルの支出を分けて調査し始めたのが2004年なのでこの年は調査方針が変わったことでおそらく2重カウントされてしまっているのではないかと思われるような少しおかしなグラフになってしまっております。この年を除いて見てみれば、先ほどのグラフで示した通り、見られるタイトルは7000タイトル近くと約倍のタイトル数となっているにも関わらず 支出額は4000万円から6000万円くらいの間を行き来しています。異論はあるとは思いますが、大きな支出を伴わず利用可能なタイトルが増えたと見ることもできるかと思います。ただ、電子化された冊子体を切って電子ジャーナルの費用にあてるということが行われてきたのですが、近年では電子体でしか出ないジャーナルも増え、冊子体の支出減も鈍化してきたため、2012年頃からは支出総額が再び上がる傾向にあります。



2018-2019年の契約中止機関
• EIS（ハンガリー）
• フロリダ州立大学（アメリカ）
• マックス・プランク研究所（ドイツ）
• オクラホマ大学（アメリカ）
• ウェストバージニア大学（アメリカ）
• Couperinコンソーシアム（フランス）
• ロレーヌ大学（フランス）
• 国際理論物理学センター（イタリア）
• Bibsamコンソーシアム（スウェーデン）
• クレイトン大学（アメリカ）
• ノースカロライナ大学
チャペルヒル校（アメリカ）

・
・
・

世界各国で厳しい状況
※近年はOAへの転換に向けた交渉のため
契約を中止する機関も増えている
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■出典：SPARC, “Big Deal Cancellation Tracking” Last accessed 2019.2.21
https://sparcopen.org/our-work/big-deal-cancellation-tracking/

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
こうした中、世界ではビッグディール契約をキャンセルする機関も増えてきました。こちらは北米のSPARCで公開されている、ビッグディールの契約をキャンセルした大学やコンソーシアムの状況を一覧化したリストです。2018・2019年にもかなりの大学、コンソーシアムでビッグディールの契約をキャンセルしていることがわかります。ビッグディール契約によって利用できるタイトル数が増え研究環境が整備されてきたという状況になっていましたが、ビッグディールの契約を維持する予算が厳しくなってきて、契約を切ってしまうことにより利用できるタイトル数が元に戻りつつあるのではないか、と見られます。日本の大学はあまりこういったキャンセルしたという情報を公表しない傾向にありますが、有力な研究大学がビッグディールをキャンセルしているという事実はJUSTICEとして把握しています。



JUSTICEのこれまでの試み

•購読料と別売バックファイルの組合せ
•ビッグディールに代わる新モデル検討
•複数年契約
•ナショナルサイトライセンスの可能性
の検討
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
JUSTICEではこうしたビッグディール契約維持のために、単純な価格交渉だけではなく様々な試みも行ってきました。一つ目は別売りのバッグファイルの購入を条件にカレントの購読料の価格上昇を抑えるといったもの。二つ目はビッグディールに変わるような新モデルの検討。これについては機密事項もありすべてご説明することはできませんが、ビッグディール契約とは異なる価格決定方法について検討をしたりしています。他にも複数年契約によって価格の上昇をある程度抑制するといったことも行いました。また国単位で契約を行うナショナルサイトライセンスの可能性についても検討を行ってきました。ある程度うまくいったものもありますがなかなか実現が難しいものもあり引き続き交渉や検討を行っていきたいと考えています。経験を通して感じていることコンソーシアムとしてすべきこと、考えるべきこと　相手にとってもよいこと、たとえば資金の一本化、サインの一本化、



日本での動き
• 国立大学協会

–国立大学における学術情報の状況及び課題に関するアン
ケート（結果：2017.5）

–国立大学法人の現状・取組・課題（2015.8）
電子ジャーナルの値上げについて言及

–「電子ジャーナル」に関する要望（2008.2）
• 私立大学

–電子ジャーナル購読の危機的状況に関する関西四大学学長
共同提案（2018.12）

• 日本学術会議
–学術フォーラム「危機に瀕する学術情報の現状とその将来

Part2」（2019.4）
–学術フォーラム「危機に瀕する学術情報の現状とその将
来」（2017.4）

11

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
電子ジャーナルをめぐっては、図書館以外のコミュニティでも様々な動きがあります。国立大学協会ではこの課題についてのレポートや要望書が作成され電子ジャーナルについてのアンケートを取られて結果が報告されていますし、日本学術会議でも学術フォーラムのテーマとして電子ジャーナルを取り上げ、研究者の方々が現在の情勢を共有するとともに将来に向けての議論を展開してくださっています。（時間があれば，この内容を少し説明する）（課題アンケート）趣旨：「近年、学術雑誌の価格が高騰し、とりわけ海外の出版社の電子ジャーナルについて、必要十分な契約が難しくなっており、また、高額の論文掲載料についても教員研究費や大学財政を圧迫しているなど、各大学のジャーナル環境の改善が喫緊の課題である。」として実施結果：電子ジャーナル等の価格上昇が大学予算に与える影響が深刻と考えている大学は「98%」などの結果。（現状・取組・課題）さまざまな国立大学の課題の中で，「電子ジャーナルの値上げ」について言及されている。「各国立大学は、業務の効率化や節約、競争的資金や寄附金などの外部資金の増などを図り、所要の経費の捻出に努めてきているが、消費税率の引き上げ、電力料金等の光熱費や電子ジャーナルの値上げなどにより、そうした努力も既に限界。」 （要望）国全体での対応を要望（関西四大学学長 共同提案）本文を見ることはできないが，関西大学、関西学院大学、同志社大学、立命館大学の4大学の学長「もはや個々の大学の努力では解決できない国家的規模の緊急事態である」とし，そのうえで、「すべての大学、学会および文教・科学技術を所管する政策当局に対し強い危機意識を表明」しているらしい。（学術フォーラム）テーマとして取り上げ，研究者の方々が，現在の情勢を共有すると共に、将来に向けての議論を展開してくださっている。
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購読モデルからOA出版モデルへ

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
こうした中、購読モデルからOA出版モデルへの転換をしていこうというOA2020という国際的なイニシアチブが出てきました。これについてご紹介をしたいと思います。
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■出典：杉田茂樹. 学術コミュニケーションの動向. 平成23年度大学図書館職員短期研修. 2011年. 
https://www.nii.ac.jp/hrd/ja/librarian/h23/index.html
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
まず始めに、雑誌の購読やオープンアクセス出版の仕組みについて、改めておさらいをしたいと思います。上に示しているのが、購読モデルと呼ばれるもので、JUSTICEが従来、出版者との交渉を行ってきたのもこのモデルになります。著者は論文を出版者に投稿し、出版社では投稿された論文を査読・編集をして雑誌として出版されます。そして販売された雑誌を購入した購読者だけが論文を読めるというモデルです。



購読モデル
• 購読モデルとは読者にアクセス権を販売するモデル

–出版社は、著作権を握ることにより、自由にアクセス権
の値付け（購読料）ができる

• さらに、購読モデルにおけるジャーナルは代替財で
はなく補完財
–同じ分野のA誌とB誌は代替可能ではなく、互いに補完し
合う関係

–両誌を購読しなければならない

14

競争原理が働かない不健全な市場形成

Theodore C. Bergstrom, Theodore C. ; Bergstrom, Carl. Can 'author pays' journals compete with 'reader pays'? Nature web focus: Access to the 
literature: the debate continues. 2004. https://www.nature.com/nature/focus/accessdebate/22.html
Mark J. McCabe, Mark J. ; Snyder, Christopher M. The best business model for scholarly journals: an economist‘s perspective Nature web focus: 
Access to the literature: the debate continues. 2004. https://www.nature.com/nature/focus/accessdebate/28.html
スチュアート・M・シーバー. ハーバード大学オープンアクセス方針について. 国立情報学研究所国立大学図書館協会共催シンポジウム
「大学からの研究成果オープンアクセス化方針を考える」2010年12月10日. https://www.nii.ac.jp/sparc/event/2010/pdf/7/doc2_shieber_jp.pdf

（参考）

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ただし、購読モデルについては色々と問題視されている点もあります。まず、購読モデルは出版者が読者にアクセス権を販売するものです。基本的に、出版社は著者から著作権を譲渡されているので、アクセスを提供する権利は出版者側にあり、価格を付けるのも出版社であるということ。そして、購読モデルにおけるジャーナルは補完財であるということ。つまりAという雑誌の代わりにBという雑誌がなれるわけではない、よい雑誌であれば結局両方買わなければならないということになります。 このためいわゆる他の市場にある価格競争というものがジャーナルの市場にはあまりない、もちろん出版社では質の面での競争はしてくださっていると思いますが金額面ではなかなか競争が働かない不健全な市場であるのではないかと言われています。
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■出典：杉田茂樹. 学術コミュニケーションの動向. 平成23年度大学図書館職員短期研修. 2011年. 
https://www.nii.ac.jp/hrd/ja/librarian/h23/index.html

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
それでは、読む人が支払うモデルが機能不全を起こしているなら、著者が出版のコストを負担する形で考えるとどうなるでしょうか？著者が出版のコストを負担する仕組みをOA出版モデルといいます。OA出版モデルでは、著者が論文を投稿する時に論文処理料であるAPCを出版社に払うことで、出版社はこれを原資にしてジャーナルをOAで提供するというモデルです。購読モデルでは購読料を支払った購読者だけがそのジャーナルを読むことができますが、OA出版モデルはオープンアクセスで提供されるので誰もがその論文を読めるようになります。�購読モデルでは、出版社が売るのは読者に対する論文へのアクセス権でしたが、



OA出版モデル
• オープンアクセスのモデルでは、出版社が著者に売
るのは出版サービス

• 著者から見ると、学術雑誌というのは、補完財では
なく、代替財になる

• より質が高く、より出版費（APC）が安い雑誌に論
文を投稿するというインセンティブが生まれる

16

Theodore C. Bergstrom, Theodore C. ; Bergstrom, Carl. Can 'author pays' journals compete with 'reader pays'? Nature web focus: Access to the 
literature: the debate continues. 2004. https://www.nature.com/nature/focus/accessdebate/22.html
Mark J. McCabe, Mark J. ; Snyder, Christopher M. The best business model for scholarly journals: an economist‘s perspective Nature web focus: 
Access to the literature: the debate continues. 2004. https://www.nature.com/nature/focus/accessdebate/28.html
スチュアート・M・シーバー. ハーバード大学オープンアクセス方針について. 国立情報学研究所国立大学図書館協会共催シンポジウム
「大学からの研究成果オープンアクセス化方針を考える」2010年12月10日. https://www.nii.ac.jp/sparc/event/2010/pdf/7/doc2_shieber_jp.pdf

（参考）

• 出版サービスの質とAPCについて、ジャーナル（出版
社）間で競争が生まれる可能性

• APCの上昇を抑え、適正な価格が維持される

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
OA出版モデルは、出版社が著者に提供する出版サービスということになります。著者はAという雑誌に出すかBという雑誌に出すか、より質が高くAPC額が安い雑誌を自分で選択することができ、選択の余地が生まれ、雑誌は代替財となります。これにより、より健全な競争が生まれるのではないか、価格を抑えて適正な価格が維持されるのではないかと期待されています。
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徐々にではなく、
世界が足並みをそろえて

購読モデルから
OA出版モデルへと

転換したらどうなるか？

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
本当にそんなに上手くいくのかという疑問はあるかと思いますが、この購読モデルからOA出版モデルへの転換を、徐々にではなく世界が足並みをそろえて転換したらどうなるか？



OA2020イニシアティブ

•学術雑誌のオープンアクセスへの転換
を目指す国際的なイニシアティブ
– 2016年～、ドイツのマックス・プランク研究所が主導
– 2020年までに主要学術雑誌をOAに転換することを目標

• 特徴
–購読モデルの撤廃、OA化への迅速・円滑な転換
–データやエビデンスに基づく主張

18

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ということで発足したのがOA2020イニシアチブです。OA2020はドイツのマックスプランク研究所が主導している学術雑誌のOAへの転換を目指す国際的なイニシアチブで、2020年までに主要学術雑誌をOAに転換することを目標にしています。あと1年でこれからどうなっていくのかという話もありますが、世界が足並みをそろえて、購読からOAへの迅速・円滑な転換を実現しようと呼びかけています。OA2020は、データやエビデンスに基づいて、OAへの転換が可能であると主張しているところにも特徴があります。



OAモデルへの転換（フリッピング図）
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■出典：OA2020, “Conceptual Framework”
https://oa2020.org/wp-content/uploads/OA2020_Conceptual_Framework.pdf

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
この図は、2015年にマックスプランク研究所が行った試算に基づいた、OAモデルへのフリッピング（転換）が可能である、ということを示したものです。左側が従来の購読モデルで、世界で図書館などが出版社に払っている年間購読料が76億ユーロ、日本円にしますと約9120億円です。世界で出版される論文数は、年間約200万本なので、割り算をすると、1論文あたり出版するのに約3800ユーロ 日本円では約45万円のコストがかかっているという図になっています。右側はOA出版モデルを表しています。現在現実的だと考えられている1論文あたりの出版費用（APC）は約2000ユーロ 位、日本円で24万円ぐらいだとします。1年に出版される論文200万本を全てOAで出版すると、こちらは掛け算で40億ユーロ、日本円で約4800億円ということで、購読モデルの45％オフで全論文をOA化できるのではないかという試算になっています。算出の根拠金額が適正かという議論はありますが、この試算では現在支払っているお金で十分OAにするコストはまかなえることになり、だから世界で歩調を合わせて購読料をAPCに振り替えよう、というのがOA2020の主張です。ではどうやって購読料をAPCに振り替えていくのでしょうか？



転換に向けたロードマップ
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A： 今までの購読モデル
B： ハイブリッドモデルで日本でもこれが使われている
C： 欧州で試行中で、さらに強く求めていくモデル
X： 既存の雑誌がフルOAとなる。2020に可能か？

論文毎にAPCを
払いOA化
（ダブルディッ
ピング）

Reading Fee

APC 

購読モデル
(ビッグディール）

ハイブリッド
モデル

ハイブリッドモデル
＋

オフセット契約
フルOA

2020年に達成できるか?

A B C X
細川聖二. 海外における学術雑誌のオープンアクセス化の動向. 国立大学図書館協会総会研究集会. 2017年6月23日. 
https://www.janul.jp/j/organization/minutes/research_meeting/index.html

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
OA2020では購読モデルの雑誌をOAに転換するロードマップを提案しています。Aが今までの購読モデルの形・ビッグディール契約で購読に購読料を払うという形のものになります。OAが出てきたところで現在はBの形になっていると言われています。Aと同じく購読モデルなのですが、APCを支払えばOAにできるというハイブリッドモデルになっています。ただ一部の論文がOAになっていても全てではないので結局購読することになり、購読料とAPCが二重払いダブルディッピングになっているのではないかという疑惑があります。 これをスッキリさせるためにまずはCの形に移ったら良いのではないかと考えています。つまりハイブリッドプラスオフセットの契約でOAにするためのAPCを全部払い、それでは賄えない部分を読むための購読料を一括で払うというモデルです。全ての著者がAPCを払ってOA出版し、購読料のかかる雑誌に投稿しなくなっていけば、徐々に購読料がかかる部分Cの形の緑の鍵のかかっている部分が減っていき最終的には全てがOA化されAPCだけを支払う形、Xの形に持っていけるのではないかというのがOA2020イニシアチブの考え方です。



OA2020関心表明への署名状況
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EoI（関心表明）署名機関
39か国136機関（2019.5.17時点）

■出典：OA2020, “Community”
https://oa2020.org/be-informed/#oa2020

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
こちらはOA2020イニシアチブに関心表明のサインをしている機関がある国の図です。39カ国136機関が2019年5月17日時点で関心表明をしています。当初はEU諸国が中心でしたが、アメリカや中国でも署名する機関が増加していて、OA2020へ寄せられる関心は、今では世界中に広がっています。日本では、JUSTICEと物性グループ、KEKの先生方も関係者ということになる。



OA2020をめぐる各国の動向
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A社 購読
決裂
→
購読

決裂
Read

&
Publish

決裂

B社
Read

&
Publish

購読
Publish

&
Read

Read
&

Publish

決裂
→
購読

C社
Read

&
Publish

購読
Read

&
Publish

Read
&

Publish

Read
&

Publish
（参考）
https://esac-initiative.org/about/transformative-agreements/agreement-registry/
https://www.springer.com/gp/open-access/springer-open-choice/springer-compact
http://current.ndl.go.jp/

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
このような状況を受け海外ではOA要素を含んだ契約の合意にまで達している国があります。どこの国がとかどの出版社がといったことははっきりとは申し上げませんが、緑色が購読モデルの契約です。オレンジ色はOA要素を含んだ契約です。Read＆Pub、Pub＆Readどちらも購読料とOAのための論文処理費を一括で契約する方法ですが、Read and publishと書かれているのは購読料をベースにAPCを一緒に払うという先ほどの図のCのモデルです。 Publish and readと書かれているのはAPCをベースに購読料を支払うという、よりOA出版モデルに近い契約形態です。決裂とあるのはOA要素を含んだ契約を要求し交渉したがうまくいかなかったことを示しています。

https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwjq4J69g6LiAhXuyosBHaXnChkQjRx6BAgBEAU&url=http://freesozai.jp/itemList.php?category%3Dnation_flag%26page%3Dntf_305%26type%3Dsozai&psig=AOvVaw3ouSMA3Pze9bUQLdKFfs_h&ust=1558164027697549
https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwjq4J69g6LiAhXuyosBHaXnChkQjRx6BAgBEAU&url=http://freesozai.jp/itemList.php?category%3Dnation_flag%26page%3Dntf_305%26type%3Dsozai&psig=AOvVaw3ouSMA3Pze9bUQLdKFfs_h&ust=1558164027697549
https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwjIxuDEnqLiAhWIwpQKHYYPAggQjRx6BAgBEAU&url=http://freesozai.jp/itemList.php?category%3Dnation_flag%26page%3Dntf_315%26type%3Dsozai&psig=AOvVaw3TinHSmspnxxFaj3wFbenG&ust=1558171288561077
https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwjIxuDEnqLiAhWIwpQKHYYPAggQjRx6BAgBEAU&url=http://freesozai.jp/itemList.php?category%3Dnation_flag%26page%3Dntf_315%26type%3Dsozai&psig=AOvVaw3TinHSmspnxxFaj3wFbenG&ust=1558171288561077


OA実現を加速する助成機関の動き(1)

• cOAlition S https://www.coalition-s.org/

2018年9月、Science Europeが発表した助成機関のための
イニシアティブ。2021年から公的助成を受けた研究成果の
即時OA義務化を目標とし、実現のための10原則「Plan S」
を掲げ、世界中の研究助成機関の参加を呼び掛けている。
（2019年5月現在、15の研究助成機関と4つの財団が参加）
（2019年5月末、「Plan S」の改訂版を発表）
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
OA出版を後押しする動きが研究助成機関からも出てきました。これがcOAlistion Sというものです。cOAlition Sは、公的助成を受けた研究成果の即時OA義務化を目標として、実現のための10原則 Plan Sを打ち出しました。参加している助成機関は、自分たちが支援した研究は全てOAで出してくださいということで、Plan Sを掲げて色々な所に参加を呼びかけており2019年5月現在で15の研究助成機関と4つの財団が参加をしています。



OA実現を加速する助成機関の動き(2)
• Plan Sの主な要件（2019.5改訂版）

–質の高いOAジャーナルやOAプラットフォーム、OAリポ
ジトリでの公開と支援

–ハイブリッドジャーナルへの投稿は非推奨
–著者による著作権の保持（CC-BYライセンスでの公開）
–助成機関／所属機関がAPCを補助
–透明性を持ったAPC価格の設定
–全ての学術出版に適用（ただしモノグラフや書籍のOA化
のスケジュールは別途検討が必要）

• 反響
Plan Sガイダンス（実装のためのガイドライン）を発表し、
パブコメを募集。助成機関やOA関連団体からの支持、研究
者・出版社・学協会等からの懸念などが寄せられ、これを
受けて2019年5月末に改訂版が発表された。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
Plan Sの主な要件は次のとおりです。（5月末に改訂されたもの）・義務化の開始は1年延長、2021年から。・質の高いOAジャーナルをOAプラットフォームで公開することを支援する。購読料を取りつつAPCを支払うことでOAにもできるハイブリッドジャーナルへの投稿は原則支持しない。そして著作権は著者が保持できる形、CC（クリエイティブコモンズ）-BYライセンスの形にする。OAにするときのAPCは著者ではなく助成機関や所属機関が負担する。またAPCも雑誌の購読料と同じように上昇していく不安があるため、透明性を確保すること。それによって標準化や上限設定も検討できるように。このようにプランSの原則はOAを実現するためにかなり強い姿勢で望んでいます。このプランSに関しては色々と疑問も出てきておりまして支持する人もいれば懸念を示す人もいるといった状況となっています。



交渉の鍵
• OA方針（研究組織、学会、国）
•助成団体のOA方針
•（初期段階での）資金
•交渉組織

–研究者と図書館との連携（UC）
–学長とコンソーシアムとの連携（Projekt
DEAL,ノルウェー）

•コンソーシアムの組織・体制、ワーク
フローの整備、費用の分担
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
こうした経験を経て交渉の鍵と思われるもの
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JUSTICEのOA2020ロードマップ

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ここまで27分こうした中でではジャスティスとしてはOAモデルにどう対応していくのかということで出したのがOA2020ロードマップです。



JUSTICEの対応

• OA2020への関心表明に署名（2016.8）
• OA2020対応検討チーム設置（2017.7）

–Berlin会議への参加（Berlin13，14）
–ワークショップ開催（2018.11）
–SPARC Japanセミナー共催（2018.11）

•データ収集、分析
–契約状況調査（購読料の把握）
–論文公表実態調査（APC額の把握）

27

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
JUSTICEもOA2020への関心表明を2016年の8月にしています。それを受けて対応検討チームをJUSTICEの中に作り、国際会議やワークショップに参加したりしています。昨年の11月にはSPARC Japanと共催でセミナーも開催いたしました。OA2020は先にお話ししましたとおり、データやエビデンスを重視しておりますので、JUSTICEでもそういったデータ収集を進めております。以前から実施しているのが購読料の調査、契約状況調査というのを行っておりまして、まず国内の契約額の状況や把握をするということを行っております。近年では論文公表実態調査という調査を行っておりまして、こちらはAPCをどの程度支払っているのかという、こちらはあくまで推計値にはなってくるんですけれども、どのぐらいのAPCを払っているのかによってOAモデルの転換が可能かどうかといった試算ができるのではないかということで調査を行っております。



ロードマップの目的

OA出版モデル実現までの移行期を
乗り越える道筋を明らかにすること

28

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（アニメーション表示）ロードマップの目的はOA出版モデル実現までの移行期を乗り越える道筋を明らかにすることであまり未来の先の先の大きなことというよりはすぐ手前のところをロードマップとして道筋を描くということで作成をしています。



JUSTICEのOA2020ロードマップ

• 購読料、論文産出数、APC支出等に関する正確な
データの収集と分析を継続

• 論文産出数の推移、コスト、OA進捗などについて
モニター

29

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
こちらの図はロードマップを説明する時のメインになっている図なのですが、（データの収集枠表示）先ほども紹介したとおりまず初めにやらなければならないことはデータの収集と分析です。（分析の継続表示）ジャスティスでは契約状況調査ですとか2015年から論文実態調査の方でデータを収集し分析を継続しています。これはこれから先もずっと続けていくことであります。（推移コスト表示）その分析を続けていくことによって論文産出量の推移やコスト、OAの進捗率をモニターしていこうというふうに考えています。



論文公表実態調査
•目的

–日本のAPC支払額の把握
•方法

–Web of Scienceのデータ
–Article および Reviewを対象
–Reprint AuthorをAPC支払い者と想定
–APC額は調査時点の価格
–OA論文数、APC支払推定額などを集計

30

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
OA化を考えていく上では先ほどから少し紹介しております論文公表実態調査が重要になっていきます。こちらの目的は日本のAPC額の把握、つまり論文を公開するのにかかっているお金を調査することが目的です。この調査は方法としましてはWoSのデータを使わせていただきそれを元にどれくらいの論文がOAになっているかそしてどのくらいのAPCを支払っているかということを推計しています。



フルOA誌へのAPC支払推定額(2016)
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順位 出版社名 フルOA論文数 APC支払推定額（円）

1 NATURE 1,719 429,325,365

2 BMC 1,095 252,351,115

3 PLoS 1,192 201,625,129

4 WILEY 598 135,346,208

5 FRONTIERS MEDIA 400 121,717,471

6 MDPI 706 114,866,071

7 SPRINGER 503 83,078,141

8 HINDAWI 457 73,503,199

9 OUP 328 53,682,961

10 Dove Press 219 51,770,258

その他 3,187 386,288,448

合計 10,404 1,903,554,366
■出典：論文公表実態調査報告 2018年度（公開版）
https://www.nii.ac.jp/content/justice/documents/2018_ronbunchosa.pdf

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
こちらの表はフルOA誌への APCの支払いの推計額です。日本だけの数字ですが、それなりの額が出版社に支払われていることが推計できます。



APC支払上位の雑誌の推移
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■出典：論文公表実態調査報告 2018年度（公開版）
https://www.nii.ac.jp/content/justice/documents/2018_ronbunchosa.pdf

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
こちらの図はAPCをたくさん払っていると推計されるジャーナル上位5誌の支払い推移を示したグラフです。赤い線がフルOA誌として有名なプロスワンなんですけれども、急激に伸びてきているサイエンティフィックリポーツという青いラインのジャーナルに勢いをとられているような状態にも見えます。 



著者所属機関別の集計（2016）
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フルOA誌 フルOA誌以外 合 計

順
位 機関名

公表
論文
数

OA論
文数

APC支払
推定額
（円）

OA論
文数

APC支払
推定額
（円）

OA論
文数

APC支払
推定額
（円） OA率

1 東京大学 3,857 595 115,455,167 664 114,132,594 1,259 229,587,761 32.6%

2 京都大学 3,136 457 89,016,229 443 75,262,362 900 164,278,591 28.7%

3 東北大学 2,321 310 58,055,106 370 54,487,626 680 112,542,732 29.3%

4 大阪大学 2,175 351 65,666,578 375 62,652,112 726 128,318,690 33.4%

5 北海道大学 1,939 268 50,524,296 294 38,975,584 562 89,499,880 29.0%

6 九州大学 1,926 253 47,492,137 264 43,460,718 517 90,952,855 26.8%

7 名古屋大学 1,707 250 46,026,084 281 42,922,917 531 88,949,001 31.1%

8 東京工業大学 1,181 104 20,702,627 160 20,345,285 264 41,047,912 22.4%

9 慶應義塾大学 1,060 191 35,596,486 202 41,608,267 393 77,204,753 37.1%

10 広島大学 1,023 149 25,471,224 186 30,442,594 335 55,913,818 32.7%

■出典：論文公表実態調査報告 2018年度（公開版）
https://www.nii.ac.jp/content/justice/documents/2018_ronbunchosa.pdf

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
こちらの表は著者の所属機関別のAPCをより多く支払っていると推計される機関上位10位となっています。いわゆる研究大学と呼ばれる論文発表数の多い大学が名を連ねていると言ったようになっています。こちらの機関別集計につきましては、会員館の皆様に自分の館がどの出版社のどの雑誌にどのくらいAPCを払っているかといったものを個別で集計したものをご提供させていただいております。興味のある機関様は是非事務局の方に申し込んでいただければと思います。これまで紹介してきた数字はWoSで集計できる範囲のものですので実数ではありません。あくまで推計値ですので大学からどれだけのお金を支払っているのかというのは実数を捉えるのが本当は一番良いのですが、なかなか調査するのは難しい面もあるので、まずは推計から始めて次の段階を把握していこうというきっかけになればというふうに考えております。



JUSTICEのOA2020ロードマップ

• OA出版モデルの実現に向けた交渉を開始
• 購読モデルとの同時提案や一部の大学を対象とした
提案のほか、トータルコストの管理につながる多様
なモデルを交渉の対象に

34

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（試行枠表示）データの収集分析がある程度できたら次にやることとしてOA出版モデルの契約に向けた試行を行っていこうというところです。（交渉開始表示）ジャスティスではOA出版モデルの実現に向けた交渉を開始しようと実際に少しずつ出版社と話をし始めています。（トータルコスト表示）ジャスティスはこれまで会員館全体への提案を条件に交渉を進めていきましたが、論文出版となると全ての大学に関わるわけではないので一部の研究大向けの提案も受け入れるということで話をしています。出版社の方にはトータルコストの管理につながるモデルでの提案お願いをしています。2019年からは購読モデルとの同時提案という形で購読モデルとOA出版モデル二本立てで話を進めたいと考えています。



モデル例
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SpringerNature Wiley CUP
Max Planck Digital 
Library(MPDL)
（ドイツ）

VSNU-UKB
（オランダ）

ProjectDEAL
(ドイツ)

VSNU-UKB
(オランダ)

モデル
(Agreement labeling) SpringerCompact SpringerCompact Publish and Access 

Agreement -

転換コスト これまでの支出の
範囲内 コスト増 これまでの支出の

範囲内 コスト増

購読費用からの転換 一部をOA出版費用
に転換

一部をOA出版費用
に転換

全てをOA出版費用
に転換

一部をOA出版費用
に転換

アクセス関連費用の
割合 5%-20% 5%-20% 1%-5% 50%以上

契約期間 2015.11 –2018.12 2018.1 -2020.12 2019.01 –2021.12 2017.01–2019.12

備考 ・購読料とAPCを一括で支払い
・APC単価を決め，
論文数に応じて契
約額を算出し，1年
ごとに支払い

・購読料とAPCを
一括で支払

（ESAC Transformative agreements一覧を参考に和訳）
https://esac-initiative.org/about/transformative-agreements/agreement-registry/

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
実際に世界ではどんな契約が行われているのかというのを表にまとめたのがこちらの図となっています。こちらはESACと言う契約内容をオープンにしているサイトの方から拾ってきたものですが、ドイツやオランダなどはかなりOAの契約が進んでおります。色々な出版社と契約を始めているという状況です。実際にOA出版モデルに転換して支出の範囲は収まっているのかというところに注目してみると、範囲内で収まっている契約もあればコスト増になっている契約もあるという状況です。できればジャスティスもこのようにOA出版モデルのデータを乗せられるように出版社と協力して契約内容をオープンにしていきたいと考えています。



JUSTICEのOA2020ロードマップ

• 試行による成功モデルを段階的に他の会員館、他の
出版社へ展開

36

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（2020以降枠表示）2020年以降にどうしていくのかという所について、ここについては未来の話ですのでぼんやりした部分もありますが（試行展開表示）OA出版モデル契約に向けた展開ということで、試行でうまくいったモデルがあればそれを段階的に広げていったり、他の出版社にこういううまくいった事例があるので行ってみませんかというような形で提案をしていければと考えています。



JUSTICEのOA2020ロードマップ

• 大学では、購読料からOA支援経費への振替（予算
配分方法の変更）を検討

• 論文産出数が多い大学は，購読料からの振替だけで
は経費が不足するおそれも

37

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
このように左側の表の方がジャスティスが行っていく内容ということですが、ジャスティスだけではOA化を進めていくのはなかなか難しいところであります。他のコミュニティの協力や合意を得て進めていかなければならないところも多くあります。（歯車枠表示）それが右側の歯車の方の図の部分なんですけれども、（大学の振替表示）まず著者の所属機関である大学についてはこれまで購読料として支払ってきたお金をOAの出版の経費として振り替えていくというようなことを検討していただければというふうに考えております。（助成団体表示）そして研究助成団体については、購読料として払っていたものを論文出版料の方に振替ていくだけでは経費が不足してしまう大学、論文をたくさん書いている研究大学、というのがあると思われますので、助成団体からの支援も必要になるのではないかというふうに考えております。



大学でのフリッピング

 JUSTICE会員大学のうち、2014年発表論文があり、購読費が判
明している300大学を抽出して集計
 OA化必要経費は、論文数×EUR2,000×141.85（2014年レー
ト）で算出
 購読費は、JUSTICE契約状況調査からカレントEJ購読費を取得
 a>b＝39大学

Clarivate Analytics提供データを基に独自データを付加して分析
38

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
先ほどマクロで見れば日本でもOA2020のモデルが当てはまるというふうに申し上げましたが、それは日本全体の話ですのでミクロだとうまくいかない部分というのもあります。それを示しているのがこちらのグラフになります。少し古いデータなんですけれどもオレンジ色の線がその大学が払っている購読料、青い線がその大学が出版している論文を全てOAとして出版した時にかかる金額の推定値です。これを見ると全てをOAで出版した時の方が購読料よりもお金がかかってしまうという大学が約1割くらい39大学程度出てきます。これらの大学は購読料を全て振替たとしてもOA出版費用には足りないという推計になりますので、こうした足りないところをどうバランスをとっていくのか補完していくのかということを考えなくてはいけません。



JUSTICEのOA2020ロードマップ

• 購読、編集及び査読のボイコットも辞さない姿勢で
交渉に臨む選択肢も

• そのためには、研究者の後ろ盾が必須
• 大学執行部、国立大学協会、公立大学協会、日本私
立大学連盟及び日本私立大学協会などへの働きかけ
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
海外では様々なOA出版モデルの契約がありますが、こちらがOA出版モデルを契約したいと言ってもそれになかなかこたえてはくれない出版社もあるだろうと考えられます。（歯車表示）そうなってきますとここで挙げているような色々な活動をしていかなければいけないこともあるかもしれないというところで、研究者の方々のご協力が必要になっていきます。（ボイコット表示）実際に雑誌の編集や査読を行っているのは研究者ですので、図書館がこうした姿勢でのぞみたいと考えたとしても研究者の方の協力や、後ろ盾がないとここに書いたような対応することというのは難しいものとなります。（後ろ盾表示）もしもこうした協力を得ることができ、交渉にのぞむことができれば新たな合意点を見つけることもできるかもしれません。（働きかけ表示）こういった事を進めていくためにゆくゆくは大学執行部や協会への協力の働きかけも必要になってくるのではないかと考えています。



補足的な取り組み
• バックファイルのナショナルライセンス

–過去に出版された論文については、ナショナルラ
イセンス化を進めることにより、実質的なOAを
実現

• 非APC型OAの取り組み
–APCがなじまない学術情報のOA化を進めるため、
図書館共同出資モデル等の非APC型の取り組みに
対しても支援策を検討

• 代替出版プラットフォーム
–学術コミュニティ主体の代替学術出版プラット
フォームの普及に協力

40

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
購読料をOAに振り替えていくというだけではうまくいかないと思われますので、それ以外の補足的な取り組みとして他にも三つぐらい考えておくことがあるかと思います。まず一つ目がバックファイルのナショナルライセンス化ナショナルライセンスという言い方がふさわしいかどうかはわかりませんが、OAが出る以前の購読誌時代のものがOAになっているわけではないのでナショナルサイトライセンスのようなもので実質OA化するというような活動を合わせて行うということも必要ではないかと考えています。つぎに非APC型OAへの取り組みということで人文社会系はAPCを払っているというのがあまり多くありませんし、著者ではなく学会が負担しているというものがあったりとかしますので、そういったこのOA出版モデルになじまないところをどうしていくべきなのかということも考える必要があるかと思います。三つ目が代替出版プラットフォームということで、出版社が作っているプラットフォームに乗せるという形だと価格の主導権を握られてしまうことになりかねないので、それを補完したり出来るような代替プラットフォームを整備していく必要があるのではないかと考えています。これに関しては次世代リポジトリやJステージなどの学術出版のプラットホームなどがありますので、こういったものを並行して整備していく必要があるのではないかというふうに考えています。



最後に
• JUSTICEは法人化された組織ではない
⇒交渉力を強めるためには。。。

•日本にはOAに向かうというコンセンサス
はない⇒日本の論文だけが壁の中⇒。。。
⇒問題の本質は？

•研究者、大学経営層、助成機関の態度は
（図書館側の感触として）微妙

•電子ジャーナル問題の解決のためのリー
ダーシップは？
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